
 愛 媛 県  大 洲 市 

 （歳入）　
 　　　　・ 引上げ分の地方消費税交付金　

 （歳出）　
　　　　・ 社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国庫
支出金

県
支出金

その他 一般財源
うち、引上げ分の

地方消費税
（社会保障財源化分）

1,427,512 533,218 338,254 156,641 399,399 36,018

312,402 84,520 227,882 20,551

1,482,110 119,015 111,560 280,264 971,271 87,589

43,360 21,445 1,000 20,915 1,886

731,340 548,505 25,280 157,555 14,208

31,656 1 31,655 2,855

72,792 72,792 6,564

0

4,101,172 1,200,738 496,539 522,426 1,881,469 169,671

660,560 5,185 2,592 652,783 58,869

322,519 57,778 186,111 78,630 7,091

0

983,079 62,963 188,703 0 731,413 65,960

825,640 139,105 686,535 61,913

170,741 170,741 15,398

243,901 2,122 1,852 43,302 196,625 17,732

24,468 2,380 10,977 11,111 1,002

0

1,264,750 2,122 143,337 54,279 1,065,012 96,045

6,349,001 1,265,823 828,579 576,705 3,677,894 331,676

令和元年度　消費税率引き上げ分に係る地方消費税収の充当経費について

331,676千円

6,349,001千円

事　　　業　　　名 事業費

特定財源

財　源　内　訳

社会
福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

総合福祉施設運営事業

社会福祉団体運営補助

小　　　計

保健
衛生

高齢者医療事業

感染症予防事業

健康増進事業

診療所運営事業

　地方消費税交付金のうち、消費税率引き上げに伴う増収分については、社会保障施策（社会
福祉、社会保険、保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとされています。
　令和元年度における地方消費税交付金の増収分については、以下のとおり本市の社会保障
経費に要する一般財源の一部として活用することとしています。

小　　　計

合　　　計

社会
保険

介護保険事業

国民健康保険事業

小　　　計


